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 陳 情 文 書 表         （令和  ２  年  ２  月１２日受理）  

受 理 番 号 件             名  

陳情第１９号  

辺野古新基地建設の即時中止と，普天間基地の沖縄県外・

国外移転について，国民的議論により，民主主義及び憲法

に基づき公正に解決するべきとする意見書の採択を求める

陳情  

提 出 者 の 

住 所 ・ 氏 名 

※非公開情報  

 

付 託 委 員 会 総務委員会  

 

（陳情の要旨）  

１  辺野古新基地建設工事を直ちに中止し ，普天間基地を運用停止にす

ること。  

２  全国の市民が，責任を持って，米軍基地が必要か否か，普天間基地

の代替施設が日本国内に必要か否か当事者意識を持った国民的議論を

行うこと。  

３  国民的議論において普天間基地の代替施設が国内に必要だという結

論になるのなら，沖縄の歴史及び米軍基地の偏在に鑑み，沖縄以外の

全国の全ての自治体をひとしく候補地とし，民主主義及び憲法の規定

に基づき，一地域への一方的な押しつけとならないよう，公正で民主

的な手続により解決すること。  

を議会において採択し，その旨の意見書を，地方自治法第 99条の規定

により，国及び衆議院・参議院に提出されたい。  

 

（陳情の趣旨）  

１  沖縄の声  

2019年２月，沖縄県による辺野古新基地建設に伴う埋め立ての賛否

を問う県民投票で，投票総数の７割以上が反対の意思を示した。憲法

改正の手続における国民投票の場合には投票総数の５割以上で国民の



2 

 

民意に基づく承認とみなすことが憲法及び国民投票法で規定されてい

ることを鑑みれば，今回県民が直接民主主義によって示した民意は決

定的である。これまで県知事選で重ねて示されてきた民意と あわせ，

政府及び日本国民は，民主主義にのっとり，沖縄県民の民意に沿った

解決を緊急に行う必要がある。  

名護市辺野古において新たな基地の建設工事が強行されていること

は，日本国憲法が規定する民主主義 ，地方自治，基本的人権，法の下

の平等の各理念に著しく反している。  

普天間基地所属の海兵隊について沖縄駐留を正当化する軍事的理由

や地政学的理由が根拠薄弱であることは多数の識者から指摘されてお

り，日米元政府高官も軍事的には沖縄ではなく ，他の場所でも よいと

明言している。安倍首相を 初め元防衛大臣らも本土の理解が得られな

いという政治的な理由で沖縄に決定したと明かしている。  

政府は，普天間基地の速やかな危険性除去を 名目として辺野古への

新基地建設を強行しているが，普天間基地の返還は，もとより沖縄県

民の永きにわたる一致した願いである。  

日米安保条約に基づき米軍に対する基地の提供が必要であるとして

も，それは本土・日本国民が全体で負担すべきでものであり ，歴史的 ･

構造的に過剰な負担が強いられ続ける沖縄になお民意を無視し新基地

を建設することは明白な差別である。国家の安全保障に かかわる重要

事項だというのであれば，なおのこと，上記１～３に整理した民主主

義及び憲法にのっとった公正な手続を踏んだ解決を図ることを求める ｡ 

２  憲法 41条，憲法 92条，憲法 95条違反  

  名護市辺野古に新基地を建設する国内法的根拠とし ては，内閣によ

る閣議決定（ 2006年５月 30日及び 2010年５月 28日）があるのみである ｡ 

憲法 41条は，「国会は、国権の最高機関であって、国の唯一の立法

機関である」と定め，立法権を国会に独占させていることから，「国

政の重要事項」については国会が法律で決めなければならない。次に ,

憲法 92条は，「地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自

治の本旨に基いて 、法律でこれを定める」と定めており，地方公共団

体の自治権をどのように制限するかは法律で規定されなければならな
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い。そして憲法 95条は，「一の地方公共団体のみに適用される特別法

は、法律の定めるところにより、その地方公共団体の住民の投票にお

いてその過半数の同意を得なければ、国会は、これを制定することが

できない。」と規定する。  

安倍晋三首相は 2015年４月８日参議院予算委員会で「辺野古問題は

国政の重要事項に 当たる」と述べ， 2016年９月 16日の福岡高裁那覇支

部判決は，辺野古新基地建設が「自治権の制限」を伴うことを明確に

認めている。そうすると，辺野古米軍基地建設は「国政の重要事項」

であり，沖縄県の自治権を制限するものであるから，今回の県民投票

は憲法 95条の趣旨に沿うものとして，憲法上の拘束力がある。よって ,

政府は日本国憲法に基づき，普天間基地の沖縄県外への移設を民主主

義のプロセスで追求し，また日米安保条約及び日米地位協定の規定す

る日米合同委員会を通じて協議すべきである。  

３  ＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委員会 ）の基本理念違反  

  普天間基地の返還はＳＡＣＯ（沖縄に関する特別行動委員会 ）にお

いて日米間で決定した。ＳＡＣＯ設置の経緯について防衛省は公式に

こう説明している。「政府は、沖縄県民の方々の御負担を可能な限り

軽減し、国民全体で分かち合うべきであるとの考えの下、沖縄 県の将

来発展のため、在日米軍施設・区域の整理・統合・縮小に向けて一層

の努力を払う」。しかしながら， 1996年 12月のＳＡＣＯ最終報告では ,

普天間基地の代替施設と称して同じ沖縄県内に新基地を建設するもの

とされ，ＳＡＣＯ設置時の基本理念に違反している。  

日米両政府が普天間基地の代替施設が必要であるとい うのであれば ,

沖縄が歴史的に背負わされてきた過重な負担を軽減するため「国民全

体で分かち合うべき」なのだから，「沖縄以外の全国全ての自治体を

まずは潜在的な候補地」として ，国民的議論を経て県外・国外かを決

定し，解決すべきことは本来当然の帰結である。  

４  民主主義の２つの大原則に反する  

  民主主義は，多数者支配の政治を意味せず，その決定は，単なる多

数決ではなく，少数者の権利の擁護も責務とされている。そして，最

も尊重すべきは固定的少数者であるとされている。  
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つまり，少数者にも，流動的少数者と固定的少数者があり，前者は ,

競争の自由が保障されれば，やがて自由競争を通じて多数者となる可

能性を持つので一時的に多数決の支配を受けることを甘受することが

できる。しかし固定的少数者は，多数決によれば常に敗北する運命に

あり，したがって多数決によって剥奪できない自由と自治が与えられ

る必要がある。  

各種世論調査では日米安保条約の解消を求める世論は数 ％にしかす

ぎない圧倒的少数派であるが，選挙など次のラウンドで多数になる機

会があるという意味では流動的少数者である。一方， 47都道府県の１

県であり，人口も１％にすぎない沖縄県は，米軍基地に関する政治状

況において固定的少数者である。  

つまり，民主主義とは「多数決の原理」と「少数者の権利の擁護」

という２つの原則からなり，これは民主主義国家の基盤を支える一対

の柱なのである。言うまでもなく，多数決の原理は公共の課 題に関す

る決断を下すための手段であり，少数者の抑圧への道ではないからで

ある。  

なお，国政選挙において日米安保破棄等を明確に争点として掲げ，

多数の信任を得ることなしに「沖縄に要らない基地は全国のどこにも

要らない」とかたくなに主張することは，公共の課題である安全保障

政策について多数決で決することを求めないという意味で多数決を尊

重せず，かつ結果的に沖縄という少数者の権利を害することになる。

とすれば，係る主張もまた，さきに述べた民主主義の２つの原則に反

するものである。  

普天間基地の返還が 20年以上もかけ「なぜ１ミリも進まないのか」

という問いに対する回答は，政府・与党も，野党も，日本の政治がこ

の過程から逃げ，踏まなかったということに尽きる。  

５  人権侵害及び法の下の平等違反  

  沖縄は幸福追求権などの基本的権利から遠く，平和的生存権さえ脅

かされ続けている。このことは， 1945年の本土防衛と位置づけられた

沖縄戦， 1952年のサンフランシスコ講和条約での沖縄の施政権の切り

離し，同時期における本土からの沖縄への米軍基地の移転， 1972年の
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日本復帰後も変わらぬ過重な米軍基地負担とい う歴史的経緯，たび重

なる米軍及び米軍属による事件・事故などからも明らかである。  

国連の人権理事会及び人種差別撤廃委員会も沖縄の基地に関する問

題を断続的に取り上げており，特に人種差別撤廃委員会は， 2010年，

「沖縄における軍事基地の不均衡な集中は、住民の経済的、社会的及

び文化的権利の享受に否定的な影響があるという現代的形式の差別に

関する特別報告者の分析を改めて表明する。」との見解を示している ｡ 

少なくとも， 1996年４月，当時の橋本総理大臣とモンデール駐日大

使が「今後５年ないし７年以内 に，十分な代替施設が完成 し運用可能

になった後，普天間飛行場を返還する」との発表をした際 ，代替施設

が必要だというのなら，前記ＳＡＣＯ設置時の基本理念に基づき，沖

縄以外の全国の自治体がひとしく候補地となり国民的議論において決

定すべきであった 。しかし，政府は，専ら「本土の理解が得られない ｣

という不合理な区分により ，「辺野古が唯一 」と繰り返し ，同じ沖縄

の辺野古に新基地の建設を強行していることは ，憲法 13条の幸福追求

権や平和的生存権を侵害し ，憲法 14条の定める「法の 下の平等」に反

する。  

６  求められているのは，民主主義及び憲法に基づいた公正な解決  

  沖縄の米軍基地の不均衡な集中，本土との圧倒的格差を是正するた

め，沖縄県内への新たな基地建設を許すべきではなく，工事は直ちに

中止すべきである。  

次に，安全保障の議論は日本全体の問題であり，普天間基地の代替

施設が国内に必要か否かは，国民全体で議論するべき問題である。し

たがって，普天間基地の代替地について，沖縄県外・国外移転を，当

事者意識を持った国民的な議論によって決定すべきである。  

そして，国民的議論において普天間基地の代替施設が国内に必要だ

という世論が多数を占めるのなら，民主主義及び憲法の規定に基 づき ,

一地域への一方的な押しつけとならないよう，公正で民主的な手続に

より決定することを求めるものである。  

下記のとおり意見書を提出することを求めます。  
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辺野古新基地建設の即時中止と，普天間基地の沖縄県外・国外移転に

ついて，国民的議論により，民主主義及び憲法に基づき公正に解決する

べきとする意見書 （案）   

 2019年２月，沖縄県による辺野古新基地建設に伴う埋め立ての賛否を

問う県民投票で，投票総数の７割以上が反対の意思を示した。憲法改正

の手続における国民投票の場合には投票総数の５割以上で国民の民意に

基づく承認とみなすことが憲法及び国民投票法で規定されていることに

鑑みれば，今回沖縄県民が直接民主主義によって示した民意は決定的で

ある。これまで県知事選で重ねて示されてきた民意と あわせ，政府及び

日本国民は，公正な民主主義にのっとり，沖縄県民の民意に沿った解決

を緊急に行う必要がある。  

名護市辺野古において新たな基地の建設工事が強行されていることは ,

日本国憲法が規定する民主主義，地方自治，基本的人権，法の下の平等

の各理念からして看過することの できない重大な問題である。  

普天間基地所属の海兵隊について沖縄駐留を正当化する軍事 的理由や

地政学的理由が根拠薄弱であることは 既に指摘されており，「  0.6％の

国土しかない沖縄に 70％以上の米軍専用施設が集中する」という訴えに

は，「８割を超える国民が日米安全保障条約を支持しておきながら ，沖

縄にのみその負担を強いるのは ，『差別』ではないか」との問いが含ま

れている。これは何も面積の格差だけを訴えているのでない。その本質

は「自由の格差」の問題だ。  

政府は，普天間基地の速やかな危険性除去を 名目として辺野古への新

基地建設を強行しているが，普天間基地の返還は，もとより沖縄県民の

永きにわたる一致した願い であり，日米安保条約に基づいて米軍に対す

る基地の提供が必要であるとしても，沖縄の米軍基地の過重な負担を軽

減するため「国民全体で分かち合うべき」というＳＡＣＯ設置時の基本

理念に反する沖縄県内への新たな基地建設を許すべきではなく，工事は

直ちに中止すべきである。  

そして，安全保障の議論は日本全体の問題であり，国家の安全保障に

かかわる重要事項だというのであれば，なおのこと，普天間基地の代替

施設が必要か否かは，国民全体で議論するべき問題である。  
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そして，国民的議論において普天間基地の代替施設が国内に必要だと

いう世論が多数を占めるのなら，民主主義及び憲法の規定に基づき，一

地域への一方的な押しつけとならないよう，公正で民主 的な手続により

決定することを求めるものである。  

よって調布市議会は，下記のことを強く要請する。  

  

記  

 

１  辺野古新基地建設工事を直ちに中止し ，普天間基地を運用停止にす

ること。  

２  全国の市民が，責任を持って，米軍基地が必要か否か，普天間基地

の代替施設が日本国内に必要か否か当事者意識を持った国民的議論を

行うこと。  

３  国民的議論において普天間基地の代替施設が国内に必要だという結

論になるのなら，沖縄の歴史及び米軍基地の偏在 に鑑み，沖縄以外の

全国の全ての自治体を ひとしく候補地とし，民主主義及び 憲法の規定

に基づき，一地域への 一方的な押しつけとならないよう， 公正で民主

的な手続により解決すること。  

 

以上，地方自治法第 99条の規定により意見書を提出する。  

 

年  月  日  

 

調布市議会  

 

（提出先）  

 衆議院議長         様  

 参議院議長         様  

 内閣総理大臣        様  

内閣官房長官        様  

外務大臣          様    
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防衛大臣          様  

国土交通大臣        様  

総務大臣          様  

内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策）      様  

 


